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杉並区の要支援妊婦の母子保健としての支援体制 

活動キーワード：保健センター保健師による特定妊婦支援の進行管理・妊婦向け相談案内カード 

妊娠届出時アンケート・産科医療機関用「要支援妊婦等連絡票」の活用 

１ 杉並区の概要 

（１）人口動態                              H26.1.1 現在 

人口総数 年少人口(0～14 歳) 
生産年齢人口(15～64

歳) 

老年人口(65 歳以

上) 

総数 542,956 

男 260,924 

女 282,032 

総数 54,090 

男 27,689 

女 26,401 

総数 376,822 

男 186,979 

女 189,843 

総数 112,044 

男 46,256 

女 65,788 

構成比(％) 9.96 69.40 20.64 

（２）出生数 4,421 人（25 年） 
２ 保健師の配置状況（平成 26年 4月 1日現在） 

   保健師 総数 ６９人（定数７１人）＋非常勤 6 人・再任用２人 
 
 
 
 
 
 

〇保健福祉部                     

    国保年金課      １名 

    障害者施策課     ２名 

    高齢者施策課     １名（＋1 名 課長） 

    高齢者在宅支援課   ５名（＋1 名 非常勤） 

    介護保険課      １名 

    子育て支援課     １名＋再任用 1 名＋非常勤１名 

        （内訳）子ども家庭支援係（子ども家庭支援センター） １名（再任用） 

            管理係                   １名 

            母子保健係                 １名（非常勤） 

    福祉事務所      ３名 

        （内訳）荻窪事務所  １名   高円寺事務所 １名 

            高井戸事務所 １名（＋1 名 課長） 

○保健所   

地域保健課  １名    健康推進課  ２名    保健予防課  ６名＋非常勤１ 

    保健サービス課  ４３名 

        （内訳）荻窪業務係（荻窪保健センター）    １２名（＋非常勤１） 

            高円寺業務係（高円寺保健センター）  １０名（＋非常勤１） 

            高井戸業務係（高井戸保健センター）   ９名（＋非常勤１） 

            上井草業務係（上井草保健センター）   ６名 

            和泉業務係（和泉保健センター）     ６名 

  〇教育委員会     学務課 １名 

  〇総務部    職員課 １名（再任用） 

内訳  
        常勤 
保健福祉部  ６８人（再任用１、非常勤 6 人） 
教育委員会   １人  
総務部     0 人（再任用 1 人） 

 
 

内訳 課長 ２人 
係長（主査含） ２８人             
主任主事    ２５人 
主事      １４人 
再任用      2 人 
非常勤      ６人 
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３ 母子保健・子育て支援における児童福祉分野との役割分担 

～杉並区の要保護児童対策地域協議会の仕組み～ 

 （１）進行管理の役割分担 

杉並区では平成 24 年 6 月、児童福祉法や関係法令・通知に基づき、杉並区要保護児童対策地

域協議会設置要綱を改正し、子ども家庭支援センターと保健センターが以下の役割分担のもと、

それぞれが要保護児童対策地域協議会（以下、「要対協」とする）のケースとして進行管理を行

うこととした。 
保健センターは、「特定妊婦」「要支援児童（就学前）」に該当する事例を要対協が設置する援

助方針会議に提示し、子ども家庭支援センター、児童相談所との情報共有・役割分担をしながら、

要保護児童対策地域協議会の枠組みの中で関係機関と連携して対応している。 

 

 

 

                              児童相談所 

                               

 

  

                             子ども家庭支援センター 

 

 

                         特定妊婦・要支援児童（就学前） 

                            保健センター 

                          

要支援児童（学齢期以降） 

                            子ども家庭支援センター 

 

 

 

    

 

 

（２）要保護児童対策地域協議会の組織 

 

 

 

 

   

 

 

 

個別事例支援会議 代表者会議 実務者会議 

援助方針会議 

子ども家庭支援センター、保健センター、児童相談所によるケース

の共有、支援方針の確認・協議。下記の３地域で隔月実施。 

荻窪地域 
荻窪・上井草保健

センター地域 

高井戸地域 
高井戸保健センタ

ー地域 

高円寺地域 
高円寺・和泉保健

センター地域 

調整機関 
子育て支援課子ども家庭支援センター 

要保護児童等に対する支援の実施状況の

把握や関係機関との連絡調整 

調整会議 
子育て支援課及び保健センターの職員 
 各会議及び協議会全体の運営について協議 

 

要保護児童（強制的介入が必要） 

日常的な虐待や性的虐待など重度の虐

待があり、子どもの安全を守るため、一時保

護をはじめ強制的な介入が必要 

要保護児童（支援的な介入が必要） 

 問題を重症化させないために、関係機関の

連携により支援的な介入を行う 

要支援児童・特定妊婦 

 現状では虐待はないが、保護者の養育上の困難があ

り、虐待に移行するリスクがあるため、関係機関による連

携した支援を行う 

各機関の通常支援層・健康な子育て層 

 健康な子育てができている層、課題があっても、各機関の通

常の支援によって、健康な子育てが保たれている層 

ケースの進行管理機関 
要

保

護

児

童

対

策

地

域

協

議

会

の

支

援
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４ 要支援妊婦の把握方法 

（１） 母子健康手帳交付時の把握 

① 妊娠届けによる把握 

② 妊娠届出時アンケートによる把握（参考資料１） 

 

（２）妊婦向け相談窓口の案内カードの配布（参考資料２） 

妊娠に伴う様々な相談窓口を案内するためのカードを配布することにより、悩みを抱える妊

婦が早期に相談窓口につながることができるようにする 

【配布場所】 

    医療機関等：区内産婦人科、助産院、病院、区内薬局・ドラッグストア、その他医療機関・

歯科医療機関 

行政窓口：保健センター、福祉事務所、子ども家庭支援センター、区民事務所等 

教育機関：区内高校・専門学校・大学の養護教諭等 

 

（３）「要支援妊婦等連絡票」等を用いた医療機関等からの情報提供 

平成 23 年度から産婦人科医会と連絡会を持ち、妊娠期からの相談支援体制の充実に向け 

て検討を重ねてきた。24年度に区内産婦人科医療機関の協力のもと、「妊婦向け相談カード」

の配布及び「要支援妊婦等連絡票（参考資料３）」等を用いた情報提供等、連携を深めている。 

 

５ 母子健康手帳交付の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 乳児家庭全戸訪問（すこやか赤ちゃん訪問） 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆指導員の構成：原則委託助産師・委託保健師が実施。ハイリスク者等は地区担当保健師が実施。 

  連絡がつかない場合や、里帰り先での訪問を受けている場合等は、雇いあげ看護師が訪問等で

状況確認をしている。 

◆対象者の考え方：生後 4か月までの全家庭。新生児訪問と一体的に行っている。 

◆交付場所：保健センター（５か所）、子育て支援課（本庁内）、区民事務所（６か所）で交付 

◆交付実績：平成 25年度 5,114件 

◆交付時面接：交付にあたっての説明は事務担当者 

保健センター・子育て支援課は説明後に保健師が面接を行い、アセスメント及び相談を行う。

継続的なフォローが必要な場合は地区担当保健師に引き継ぐ。 

◆アンケートの実施：交付者全員にアンケートを実施。その場での提出の他、郵送も可。区民事 

務所交付等で保健師が面接できない場合、アンケートを基に地区担当保健師がフォローする。 

 ◆情報の管理：妊婦の住所を管轄する保健センターが妊娠届・アンケートともに紙ベースで管理 
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７ 要支援妊婦の判断基準とフォローの流れ 

（１）母子手帳交付後のフォローの流れ  

 
 
             

 

 

 

 

 

 

 

             

 

                   

 
 

 

 
 

   

   
 
  

  

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

助言終了 

必要時の相談 

 

妊娠届の流れ 

子育て支援課 

所管する保健センターの地区保健師による個別支援 

妊娠届時のアンケートの流れ 

<妊娠届のフォロー対象> 
 

① １０代の妊婦 

(出産時 20 歳未満) 

② 多胎 

③ 28 週以降の届出 

④ 40 歳以上の高齢初産 

⑤ その他 

  支援の必要な外国人等 

 

① 窓口で受け取ったものは

その都度子育て支援課に

送付。 

② 後日提出の場合は子育

て支援課に郵送 

 

<アンケート結果によるフォロー対象> 
  
アンケート内容から以下の状況が該当する場合、継続
支援が必要かどうか判断。 
（面接できない場合は電話・訪問等で確認） 
 
①体調不良 
②治療中の心身の疾患や既往歴 
③単身者など、相談者や出産時の支援者がいない 
④上の子の悩みがある 
⑤経済的心配がある 
⑥お酒・タバコ 
⑦現在心配なことや困っていることがある  
 

 

① 窓口で記載し、毎月子育

て支援課に送付。 

（10 代の届出・28 週以降の届

出の場合はその都度連絡） 

② 子育て支援課は住所地

の保健センターに送付 

妊娠届の流れ 

① 窓口で妊娠届出書とアンケート

の記載 

② 事務担当者が母子健康手帳・妊

婦受診票等の説明 

③ 保健師がアンケートを基に面接

による相談 

区民事務所 
 保健センター 

<その他のフォロー対象> 
 

以下の場面で支援を要すると判

断される妊婦 

① 母親学級・両親学級 

② 上の子での地区フォロー 

③ 医療費助成等の申請 

④ 医療機関からの連絡 

⑤ その他の関係機関からの

連絡 

⑥その他支援中の家庭の妊婦 

  

 

【特定妊婦】 

 

① 若年妊婦(出産時２０歳未満) 

② 望まない妊娠 

③ 精神疾患、知的障害その他の疾患 

④ 初回健診が妊娠中期以降 

⑤ その他の養育環境の問題（DV、外国人など） 

【地区担当保健師フォロー妊婦】 

妊婦が孤立しないよう支援は必要だが、基本的に

支持的支援が中心となる妊婦 

（アセスメントの参考） 

① 妊婦が頼れる支援者(実家等)がいる 

② 社会的なつながりを持ち、必要な情報やサー

ビスを選択することができる 

③ 適切に行政機関にＳＯＳが出せる 

④ 疾患があっても本人・家族が理解し、治療が滞

ることなく病状も安定している 

 

 

 

 

保健センター所内検討会（すこやか検討会） 
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（２） 特定妊婦の選定基準（25 年度版 援助方針会議運営マニュアルから抜粋） 

（１）若年妊婦（20歳未満） 

（２）予期しない妊娠（望まない妊娠を含む） 

（３）精神疾患や知的障害、アルコールや薬物依存（既往も含む）などの心身の疾患を合併してい 

る妊婦。 

（４）初回健診時期が妊娠中期以降 

（５）分娩時が初診（いわゆる飛び込み出産） 

（６）その他の養育環境の問題 

   ○「要保護児童」「要支援児童」を養育している、過去にしていた妊婦 

○夫（パートナー）がいない、DV を受けている、被虐待歴、外国人で不法滞在中など、

養育環境に大きな問題を抱え、家族・親族等から十分な支援が得られず、出産・育児に

困難が予想される場合。 
    ○その他、出産・育児の知識が不十分、出産準備ができていない、既に養育の困難な状況

にある等、妊娠・出産・育児に何らかの困難を抱え、継続的な支援が必要と考えられ

る場合。 
    ○特に、関係機関（医療機関など）から「支援が必要な妊婦」として情報提供があった場

合は、原則として「特定妊婦」として対応する。 
 
（３）保健センターにおける特定妊婦の確認方法と流れ 

 （１）「特定妊婦」とするまでの流れ 

① 特定妊婦の選定基準に該当する妊産婦を把握した際には、所内のすこやか検討会に報告

し、決定する。（保健センター担当課長判断） 

【すこやか検討会】 

頻度  月１～２回 

構成員 保健センター担当課長 保健指導担当係長 地区担当保健 

 

 

 

 

 

※緊急性が高い場合は、保健センター担当課長及び保健指導担当係長に相談し、緊

急受理の考え方で「特定妊婦」とし、直近の「すこやか検討会」に報告する。 

※出産直後に子どもの保護が必要となる可能性のある場合には、把握した段階で子

ども家庭支援センターに相談の上、児童相談所へ連絡する。 
 

 

地区フォロー妊婦支援方法 

妊娠中は必要時に対応 

○すこやか赤ちゃん訪問は保健師が行う 

○リスク要因が変化した際は、特定妊婦として

の対応にするか再検討 

 

特定妊婦支援方法 

妊娠中に連絡をとり、必要な支援を行う 

○情報を得たら、できるだけ速やかに対応する 

○面接・訪問など、直接本人と会い、相談関係を作る

ことに努める 

○関係機関と連携し、適切に情報を共有する（関係者

会議や情報のフィードバックを適切におこなう） 

○リスク要因が変化した際は、職場で共有する 

○すこやか赤ちゃん訪問は保健師が行う 
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② 隔月の要保護児童対策地域協議会 援助方針会議に報告する。 

※支援方針や児童相談所等への援助要請の必要性等、必要に応じて、協議ケースとして

提出し、方針を確認する。 

 

（２）出産後の管理 

特定妊婦から生まれた子どもは出生と同時に「要保護児童」又は「要支援児童」とし、継続

的な支援を行う。ただし、すこやか訪問結果ですぐに終了とはせず、リスクに応じて、児童

虐待の予防の視点を持って終了時期を判断する。 

 

 



東京都杉並区

回答欄

あり　・　なし

（１）ハイリスク妊婦の考え方（定義及び基準）を
教えてください

高年、若年、多胎、難病、精神疾患、障がい等、妊娠・分娩
に対する「身体医学的」「精神医学的」リスクもある妊婦
、望まない妊娠、DV、経済的な問題、ひとり親等、子どもの
養育について困難が予測される妊婦

　市独自または厚労省等の基準に沿った定義ですか 厚労省等の基準に沿った基準

（２）特定妊婦の考え方（定義及び基準）を教えてく
ださい

高年、若年、多胎、難病、精神疾患、障がい等、妊娠・分娩
に対する「身体医学的」「精神医学的」リスク
望まない妊娠、DV、経済的な問題、ひとり親等、子どもの
養育について困難が予測される「社会心理学的」リスク妊
婦

⇒支援が必要な妊婦の背景には、「身体医学的」「社会心
理的」「精神医学的」のリスクが混在しており、社会心理的
リスクを主とする「特定妊婦」と差別化することは困難であ
る。
そのため、母子保健と一体的に対応できる保健センターが
すべてのリスクを総合的にアセスメントした上で「特定妊
婦」とし、医療専門職である保健師が中心的に支援を行う
ことが望ましいとの判断で保健センターの進行管理機関と

　市独自または厚労省等の基準に沿った定義ですか 杉並区独自

あり　・　なし

（１）把握してから、要対協等で協議する以前にど
のうような動きがありますか

① 特定妊婦の選定基準に該当する妊産婦を把握した際に
は、所内のすこやか検討会に報告し、決定する。
（保健センター担当課長判断）
② 要保護児童対策地域協議会　援助方針会議に報告す
る。
    ※支援方針や児童相談所等への援助要請の必要性等
    必要に応じて、協議ケースとして提出し、方針を確認す
る。

○緊急性が高い場合は、保健センター担当課長及び保健
指導担当係長に相談し、緊急受理の考え方で「特定妊婦」
とし、直近の「すこやか検討会」に報告する。

○出産直後に子どもの保護が必要となる可能性のある場
合には、把握した段階で子ども家庭支援センターに相談の

　誰が（職種、所属）

【すこやか検討会】
頻度　　月１～２回
構成員　保健センター担当課長
           保健指導担当係長
           地区担当保健師

　どのような内容
地区担当保健師が支援を要すると判断したケースの概要
を説明し、保健センターとしての支援方針を決定する

　質問用紙

　ありの場合のみ、以下をお答えください。

２　要支援妊婦を組織として協議・決定の場はありま
すか

　ありの場合のみ、以下をお答えください。

ヒアリング項目

１　支援を必要とする妊婦（以下、要支援妊婦とす
る。）を特定・定義する基準はありますか



東京都杉並区

回答欄

　質問用紙

ヒアリング項目

　どのように周辺情報の把握をしますか
妊娠届出時のアンケートのほか、子ども家庭支援センター
の支援状況、医療機関・保育園・福祉事務所等関係機関で
の支援状況の把握

（２）要支援妊婦を組織として協議・決定の場の
名称

杉並区要保護児童対策地域協議会　「援助方針会議」
　区内３地域で実施（隔月）
【目的】地域における要保護児童等の把握及び子ども家庭
支援センター、保健センター、児童相談所(26年度から）の
進行管理に係る役割分担と援助方針の共有により、児童
虐待の未然防止から対応までを一体的に行うことを目的と
する。

○要保護児童等の把握に関すること（各機関からの報告）
　　◆要保護児童・要支援児童（学齢期）
　　　子ども家庭センターが進行管理機関として、緊急受理
　　　　済みケース
　　◆特定妊婦・要支援児童（就学前）
　　　保健センターが進行管理機関として、受理し、支援方
針
　　　を確認済みケース
　　◆要保護児童（強制的介入が必要な事例等）
　　　　児童相談所が進行管理機関として近況受理済みの
　　　　ケース
○進行管理を行う機関の調整に関すること
　　◆進行管理機関 援助方針の確認 協議

　どのようなメンバーで構成されていますか

　　母子保健部門（職種、職位）

保健センター担当課長（座長）
保健指導担当係長
地区担当保健師
子育て支援課：母子保健係長、調整担当係長（保健師）
　　　　　　　　　　発達支援担当係長、保健師

　　児童福祉部門（職種、職位）

子ども家庭支援担当課長（副座長）
子ども家庭支援センター（子ども家庭支援係）
⇒子ども家庭支援係長、保健師
　地区担当相談員（児童福祉）

　　その他 アドバイザー　保健師　（隔月）



東京都杉並区

回答欄

　質問用紙

ヒアリング項目

（３）どのような内容を協議・決定されていますか

　虐待のリスクの有無
妊娠中から出産後の生活、養育環境等から虐待リスクの
判断

　虐待の種類 出産後の状況で判断していく

　医療情報　　妊婦健診の受診状況
出産病院の確認、妊婦健診の受診状況、妊婦健診結果、
出産後の支援体制の確認

　医療情報　　定期的な医療機関との情報共有 必要時には、医療機関と随時、連絡を取り合う。

　支援方針→支援内容及び役割分担

・妊娠届時情報や電話、訪問、他機関連絡等の経過を踏ま
えて、支援方法・支援時期を検討する。
・他機関との連携が必要なケースについては、個別支援会
議を開催し、情報共有、支援方針の確認と各機関の役割
分担、次回会議の時期等の確認。

　支援方針→支援の時期 同上

　支援方針→次回までの確認内容 同上

　支援方針→確認時期 同上

　出産後の支援体制
　→医療・児童相談所・各種サービス等の調整

特定妊婦から生まれた子どもは出生と同時に「要保護児
童」又は「要支援児童」とし、継続的な支援を行う。
また、出産後を見通して妊娠中から要支援家庭育児支援
ヘルパーを導入する等、産後の支援体制を整える。
ただし、すこやか訪問結果ですぐに終了とはせず、リスクに
応じて、児童虐待の予防の視点を持って終了時期を判断
する。

　その他



東京都杉並区

回答欄

　質問用紙

ヒアリング項目

あり　・　なし

どのような手法でモニタリングを実施しています
か
　例：地区担当のみならず、共有可能な進行台帳によ
る管理

各保健センターごとに工夫して対応（すこやか検討会等を
活用し、支援内容の評価及び方針を確認する等）。

　支援内容や頻度の考え方 同上

　モニタリング（再確認する）期間の考え方 同上

　工夫点　等

あり　・　なし

　どのような取り組みですか 課題に応じて産婦人科医会と検討会・連絡会を開催

　養育支援を必要とする家庭に関する医療機関
からの情報提供書などは作成されていますか

作成している。

４　医療機関と要支援妊婦の情報を把握する取り
組みはありますか

３　支援の経過を確認する（モニタリング）仕
組みはありますか

　ありの場合のみ、以下をお答えください。
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